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信頼性評価指標としてのκ係数の性質について 
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1.はじめに  

測定・評価を通じて得られたデータには、通常、誤差が含まれており、その誤差

が無視できないほど大きい場合、データから得られた結果の「信頼性」が疑われる

ことになる。そのため、データから適切な結果を導こうとする場合、妥当性ととも

に信頼性が十分吟味された測定・評価方法を用いる必要があり、実際、ICH ガイド
ライン「臨床試験のための統計的原則」でも、信頼性の確立された変数を主要変数

として用いるよう求めている。 

信頼性（関連性）を評価する方法としては、評価指標が幾つか提案されているが、

その中で特に頻繁に用いられているものの１つに「κ係数」なる指標がある。κ係

数は、提案されている他の指標よりは、信頼性の評価指標として望ましい性質を持

つものの、評価指標として好ましくないと思われる特徴も内包している。一方、「信

頼性」という概念そのものが測定・評価方法を評価する上で必ずしも適切かつ十分

と言える指標ではなく、その意味でもκ係数の解釈には十分注意する必要がある。 

そこで、ここではまず「信頼性」の概念について簡単に触れた後、信頼性評価指

標としての適切性についてκ係数と他の指標を比較した場合、κ係数の方がより望

ましい性質を持つことを示す。その後、κ係数の特徴・問題点について、２値デー

タの場合に限定して検討した後、信頼性評価指標が持つべき望ましい性質について

議論する。また、測定・評価方法について「信頼性」のみ評価することの問題につ

いても触れることとする。 

 
2.信頼性（Reliability）の定義およびその欠如による影響  

信頼性（Reliability）とは、同じ状態の対象に関する測定値は状況に依らず同じ

になるという特性のことであり、評価者間信頼性（複数の測定者が測定した場合の

結果の一致性）、評価者内信頼性（同一測定者が異なる時点で測定した場合の結果

の一致性）に分類されることが多い。  
信頼性の低い測定・評価から得られたデータは、「相関の希薄化」、「症例数の

増加」を始めとして治験に様々な悪影響を及ぼす。  
 

3.関連性（Association）と信頼性（Reliability）  
関連性（Association）とは変数間の従属性（Dependence）とほぼ同義語であり、

ある変数の変動に伴い、他の変数も変動する性質のことである。一方、信頼性

(Reliability)とはある変数同士が同じ値になるという性質のことであり、関連性の
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特別な場合であると言える。そのため関連性が高い場合に必ずしも信頼性が高いと

は限らない。例えば、測定者 A、B の測定値が高い相関を示していたとしても、A
の測定値が B の測定値よりも全体的に高い場合、測定値間の関連性は高いが、信頼
性は低いということになる。  
このように、関連性と信頼性という概念は混同されることが多いうえ、同時にそ

れらの評価指標も混同されることが少なくないので注意が必要である。  
 

4.代表的な関連性、信頼性の評価指標  
K カテゴリーの分類尺度を用いて、評価者 A、B が同一の対象を評価した場合、

そのデータは K×K クロス表形式で表現することができる（図表 1）。分類尺度デ
ータにおける評価の関連性（信頼性）を評価する代表的な指標には、次のようなも

のがある。  

①χ2系の評価指標（χ2検定）  
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①χ2系の評価指標は期待値からのズレを評価する指標であり、必ずしも一致性を

評価している指標ではない。②オッズ比、③一致率はともに一致度が高くなれば、

指標値も高くなるため、信頼性評価指標となりうる。④κ係数も一致度が高くなれ

ば指標値も高くなる傾向を示すが、更に偶然による一致度も考慮しているという点

で、②オッズ比、③一致率よりも望ましい指標であると言える。  
 

5.κ係数の性質  
信頼性評価指標として頻繁に用いられるκ係数には幾つか特記すべき特徴がある。

ここでは、その特徴について、特に２カテゴリのデータに限定して検討する。  

図表1. K×K クロス表における各セルの発現割合    

評価者B
C1 ・・ ・・ Cj ・・ CK

C1 p11 ・・ ・・ p1j ・・ p1K p1.

： ： ： ： ：

評価者A Ci pi1 ・・ ・・ pij ・・ piK pi.

： ： ： ： ：

： ： ： ： ：

CK pK1 ・・ ・・ pKj ・・ pKK pK.

p.1 ・・ ・・ p.j ・・ p.K 1　(n)  
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5.1.反応率θへの依存性  
ある対象について、評価者 A が反応「有」と判定した場合 i=1、反応「無」と判

定した場合 i=2 とする。評価者 B の場合も同様に j=1、2 とする。この時、同一対
象について評価者 A が i、かつ B が j と判定する確率をπijとすると、πijは図表 2

に示すように 2×2 クロス表形式で表現することができる。更に、反応が「有」で
ある真の割合をθ、反応「有」である症例を評価者 A、B がともに「有」と判定す
る確率（感度）を 1-β、反応「無」である症例をともに「無」と判定する確率（特
異度）を 1-αとする。  

図表2. 2×2 クロス表における各セルの発現確率     

評価者B
有 無 合計

評価者 有 π11 π12 π1.

A 無 π21 π22 π2.

合計 π.1 π.2 π..=1  
この時、各セルの発現確率に対し、(a)のモデルが成り立つと仮定し、κ係数が (b)

のように定義されるとする。  
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(b)より、κ係数は評価・測定方法の特徴を表すパラメータα、βだけでなく、そ
の特徴とは無関係であるパラメータθに依存する指標であることが分かる。  

5.2.一致・不一致セルにおける偏りの影響  
同一対象について評価者 Aが i、かつ Bが jと判定した実際の割合を pijとすると、

そのデータは図表 3に示すように 2×2 クロス表型式で表現され、κ係数は (c)により
算出される。  

 
 
 
 
 
 

図表3. 2×2 クロス表における各セルの発現割合     

評価者B
有 無 合計

評価者 有 p11 p12 p1.

A 無 p21 p22 p2.

合計 p.1 p.2 p..=1  
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ここで、図表 4～図表 6に示す３つのデータが得られたとする。これらの一致率は

全て 0.6 と等しいが、κ係数は全て異なっている。図表 4に比べ図表 5では、評価者
A,B の評価が一致したセル｛ (1,1) 、 (2,2)｝、すなわち対角セルの割合が一方 (1,1)
に偏っており、κ係数は低い値を示している。一方、図表 6では評価が一致しなか

ったセル｛ (1,2) 、 (2,1)｝、すなわち非対角セルの割合が一方 (1,2)に偏っており、
κ係数は高い値を示している。つまり、  一致率が一致している場合でも、このよ
うな偏りが存在すると、κ係数は異なる値を示す。Byrt,et all.(1993)は、対角セル
および非対角セルにおける割合の偏りについて、それぞれ Prevalence Index(PI)、
Bias Index(BI)なる概念を導入し、κ係数が P0、PI、BI を用いて次式のように定式
化できることを示した。  
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同様に Lantz,et all.(1996)は、観測された一致率の下でのκ係数の最小値κmin、最

大値κmax、および偏りが存在しない場合のκ係数κnorが次式により与えられること

を示した。  
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Byrt,et all.(1993)、Lantz,et all.(1996)はいずれも、一致セルおよび不一致セルの
偏りを評価するために、κ係数と併せて PI、BI、またはκmin、κmax 、κnorを算出

することを薦めている。  
 

 
 
 

図表4. 2×2 クロス表データ１ 

評価者B
有 無 合計

評価者 有 0.3 0.2 0.5
A 無 0.2 0.3 0.5

合計 0.5 0.5 1
P0= 0.600
κ= 0.200  

図表5. 2×2 クロス表データ 2 

評価者B
有 無 合計

評価者 有 0.55 0.2 0.75
A 無 0.2 0.05 0.25

合計 0.75 0.25 1
P0= 0.600
κ= -0.067  
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6.κ係数における問題点  

「5κ係数の性質」に示したように「①反応率θに依存していること」、「②推
定値の算出において一致・不一致セルにおける偏りが影響を与えること」が、κ係

数の大きな特徴であるといえるが、κ係数を信頼性評価指標として捉えた場合、①

の性質は好ましいものとはいえない。なぜなら評価・測定方法を評価する指標はそ

の評価・測定方法の特徴を表すパラメータのみに依存すべきであり、その特徴とは

無関係であるパラメータθに依存すべきではないと考えられるためである。しかし、

図表 3に示す 2×2 クロス表データしか利用できない状況において、θに依存しない
信頼性評価指標やその推定量を定義することは非常に困難であると思われる（信頼

性の指標ではないが、例えば、(a)のα、βをθが未知の下で推定することは難しい）。 
一方、κ係数は (d)式にあるように P0のみの関数ではないため、P0とκ係数を比

較した場合、解釈上、大きな差が生じる場合がある。よってκ係数の安定性を評価

する意味では②の性質を考慮して、PI、BI、またはκmin、κmax 、κnor 等を算出す

ることは重要であると考えられる。  
 

7.信頼性評価指標のみで測定・評価方法を評価することの問題  
「信頼性」とは評価の「一致性」を表す概念であるが、信頼性が高いということ

だけでその測定・評価方法が良いと判断することは適切ではない。例えば式 (a)にお
いて、評価者 A、B の評価が一致したセル｛ (1,1) 、(2,2)｝におけるモデル式の項 (1-
θ )α 2、θβ2は、実際には反応「無」であるが A、B ともに反応「有」と評価して
しまう確率、実際には反応「有」であるが A、B ともに反応「無」と評価してしま
う確率をそれぞれ示している。つまりπ11、π22には、真の状態と両評価者の評価が

すべて一致する確率だけでなく、真の状態とは異なるが両評価者の評価は一致する

確率も含まれることになる。κ係数を始めとする信頼性評価指標の多くはπ11、π22

の観測値である p11、p22に基づき評価するため、真の状態とは異なる場合であって

も評価が一致している割合が高ければ、信頼性は高いと判断されることになる。  
このように、測定・評価方法を評価するに際して、信頼性は１つの指標になりう

るが、信頼性を評価するだけでは十分とは言えない。通常は信頼性だけではなく、

目的とする事象を正しく測っているかどうかという性質、すなわち「妥当性」も十

図表6. 2×2 クロス表データ 3     

評価者B
有 無 合計

評価者 有 0.3 0.35 0.65
A 無 0.05 0.3 0.35

合計 0.35 0.65 1
P0= 0.600
κ= 0.266  
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分に評価する必要がある。しかし、信頼性と比較して妥当性の概念は非常に多岐に

渡っており、「妥当性」を評価するための方法論も確立しているとは言い難い。そ

のため、信頼性のみを評価すること（κ係数を算出すること）に終始しがちである

が、少なくとも信頼性は一致性のみを評価している概念であり、信頼性を評価する

だけでは不十分であることに注意すべきであると言える。  
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